
 
 

 

本人確認情報の利用拡大について 

 

１ 社会保障・税番号制度について ～ 社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理 ～ 

（１）制度の概要 

   国、地方公共団体等の複数の機関が保有する個人情報が同じ人の情報であることを正確かつスムー

ズに確認するために、特定の個人を識別する機能を有する番号（マイナンバー）を住民に付し、これ

を用いて効率的な情報の管理及び利用、各機関間の迅速な情報の授受を可能とする。 

   平成 28 年１月１日以降、年金、医療保険、雇用保険、福祉の給付や税の手続などで、順次申請書等

に個人番号の記載が求められる。 

（２）導入の目的と効果 

目  的 効       果 

公平・公正な社会の実現 
○ 所得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくなり、 

負担を不当に免れることや不正受給を防止 

住民の利便性向上 ○ 申請時の添付書類（例：課税証明書）の削減による住民の負担軽減 

行政事務の効率化 
○ 行政機関における情報の照合、入力などに要する時間・労力の削減、 

正確性の向上 

（３）スケジュール 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

         

         

（※）個人番号の利用：個人番号の収集、対象者情報の管理、社会保障・税・災害対策の分野に限定 
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▼▼▼▼H27.10H27.10H27.10H27.10    

個人番号の付番、通知【通知カードの送付】 

マイナンバーカードの交付 
・交付枚数（全国、H30.12.1 現在）：約１，５６４万枚（交付率：１２．２％） 

▼▼▼▼H28.1H28.1H28.1H28.1    

個人番号の利用※ 

（各利用事務において順次） 

○社会保障分野（児童手当、年金の支給） 

○税分野（確定申告書、法定調書等への記載） 

○災害対策分野（被災者台帳の作成） 

▼▼▼▼H29H29H29H29.11.11.11.11.13.13.13.13    

情報連携本格運用 

 ⇒ 課税証明書等の添付書類の省略が 

可能に 
 

情報連携（特定個人情報の照会・提供） 

試行運用 

▼▼▼▼H29H29H29H29.7.7.7.7.1.1.1.18888    



 
 

２ 個人番号利用事務における住基ネットの利用について 

≪番号法と住民基本台帳法との関係性（生活保護に関する事務）について≫ 

 番号法・番号利用条例 住基法・住基ネット利用条例 
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【本人確認】 

＜個人番号利用事務（外国人の生活保護に関する事務）における事務の流れ（イメージ）＞ 
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番号法番号法番号法番号法でででで    

規定された規定された規定された規定された生活保護生活保護生活保護生活保護

法による法による法による法による事務事務事務事務    

住基法住基法住基法住基法でででで    

規定された生活保護規定された生活保護規定された生活保護規定された生活保護

法による事務法による事務法による事務法による事務    
住基事務に追加 

○個人番号の利用所属が、住基ネットを利用して個人番号を含む本人確認情報を利用す

ることができるよう、番号法別表に規定された生活保護法による事務について住基法

別表に規定 

○これにより、情報連携を行う際、申請書に記載された個人番号等の情報が正確である

か確認することが可能 

番号利用条例番号利用条例番号利用条例番号利用条例でででで    

規定された規定された規定された規定された生活保護生活保護生活保護生活保護

法に準じて行う法に準じて行う法に準じて行う法に準じて行う事務事務事務事務    

住基ネット利用条例住基ネット利用条例住基ネット利用条例住基ネット利用条例でででで    

規定された規定された規定された規定された生活保護生活保護生活保護生活保護    

法に準じて行法に準じて行法に準じて行法に準じて行うううう事務事務事務事務    

住基事務に追加 

○番号法で規定された生活保護法による事務のほか、番号利用条例で定めた生活保護法

に準じて行う事務についても、個人番号を利用することが可能（番号法第９条第２項） 

○個人番号の利用所属が、住基ネットを利用して個人番号を含む本人確認情報を利用す

ることができるよう、番号利用条例に規定された生活保護法に準じて行う事務につい

て住基ネット利用条例に規定 

○これにより、情報連携を行う際、申請書に記載された個人番号等の情報が正確である

か確認することが可能 



 
 

【参考：関係法令】 

【行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）】 

（利用範囲） 

第第第第 9999 条第条第条第条第 2222 項項項項 地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地

方税又は防災に関する事務その他これらに類する事務であって条例で定めるものの処理に関して保有す

る特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人番

号を利用することができる。 

 

【個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例（番号利用条例）】 

（個人番号及び特定個人情報の利用範囲） 

  第第第第 2222 条条条条 法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる執行機関が行う同表の右欄に

掲げる事務とする。 

 

【住民基本台帳法に基づく本人確認情報の利用及び提供に関する条例（住基ネット利用条例）】 

（知事保存本人確認情報を利用する事務） 

  第第第第 2222 条条条条 法第 30 条の 15 第１項第 2 号に規定する条例で定める事務は、次に掲げる事務とする。 

  (４) 個人番号の利用並びに特定個人情報の利用及び提供に関する条例（平成 27 年長野県条例第 43

号。別表において「番号利用条例」という。）別表第１の右欄に掲げる事務のうち知事が行うも

の 



 
 

３ 新たに本人確認情報を利用する事務について 

 

（１） 外国人の生活保護に関する事務の位置付け 

  生活保護法第１条により、外国人は生活保護法の適用対象とならないが、「生活に困窮する外国人に

対する生活保護の措置について」（昭和 29 年５月８日付け社発第 382 号厚生省社会局長通知）により、

当分の間、一般国民に対する生活保護の決定実施の取扱いに準じて必要と認める保護を行うこととされ

ている。 

 

（２） 新たに本人確認情報を利用する外国人の生活保護に関する事務 

  生活保護法の改正により、新たに「進学準備給付金」を支給する制度が創設された。 

これに伴い、番号法及び住民基本台帳法に「進学準備給付金の支給」に関する事務が追加され、 

日本人を対象とした当該事務を実施する際には、個人番号を利用した情報連携及び住基ネットを利 

用した本人確認情報の利用が可能となっている。 

  一方、外国人に対しても、上記（１）のとおり、生活保護法に準じ「進学準備給付金」を支給す 

るため、番号利用条例（住基ネット利用条例において引用）に当該事務を追加する条例改正案を平 

成30年９月議会へ提出し、可決された。 

区分 事務の名称 事務の概要 利用機関 

知
事

が
利

用
 

進学準備給付金の支給に 

関する事務 

生活保護世帯の子どもの大学等への進学の支援を図

ることを目的として、大学等に進学した者に対して、

給付金を支給 

地域福祉課 

 

 

≪生活保護事務における本人確認情報の利用について≫ 

対 象 

事 務 

日 本 人 

（住民基本台帳法） 

外 国 人 

（住基ネット利用条例） 

生活保護の決定及び実施に関する事務 ○ ○ 

就労自立給付金の支給に関する事務 ○ ○ 

生活保護に要する費用の返還又は徴収に関する

事務 
○ ○ 

（新規利用（新規利用（新規利用（新規利用事務）事務）事務）事務）    

進学準備給付金の支給に関する事務進学準備給付金の支給に関する事務進学準備給付金の支給に関する事務進学準備給付金の支給に関する事務    

○ 

（平成 30 年法律第 44 号） 

新たに新たに新たに新たに追加追加追加追加    

((((平成平成平成平成 30303030 年条例第年条例第年条例第年条例第 37373737 号号号号))))    

 ※「○」の事務は法律又は条例に基づき、以前から本人確認情報を利用している事務 

 



住基ネット住基ネット住基ネット住基ネット利用利用利用利用事務事務事務事務の拡大に伴うの拡大に伴うの拡大に伴うの拡大に伴うセキュリティ対策についセキュリティ対策についセキュリティ対策についセキュリティ対策についてててて 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県独自利用事務を追加することに伴い、住民基本台帳ネットワークシステムを利用する事務が増える

ことから、以下３つの側面から引き続きセキュリティ対策を進めたい。 

自己点検、内部監査、外部監査によりチェック 

制度面 

・記録する情報を「本人確認情報」に限定 

・職員の秘密保持義務 

・「本人確認情報」の提供先の制限 

・「本人確認情報」の利用事務を限定 

住民基本台帳法で規定 

技術面 

・専用回線の利用 

・ファイアウォールによる外部からの不正な通信の防止 

・業務権限別の照合情報の登録             など 

運用面 

・職員教育の徹底・職員教育の徹底・職員教育の徹底・職員教育の徹底（セキュリティ対策の周知・徹底）（セキュリティ対策の周知・徹底）（セキュリティ対策の周知・徹底）（セキュリティ対策の周知・徹底）    

  ⇒①新規担当職員（現行事務利用機関）を対象とした研修会を実施（４月） 

   ②新規事務利用機関②新規事務利用機関②新規事務利用機関②新規事務利用機関職員に対し、住基ネット利用開始前に研修会を実施職員に対し、住基ネット利用開始前に研修会を実施職員に対し、住基ネット利用開始前に研修会を実施職員に対し、住基ネット利用開始前に研修会を実施    

・業務アプリケーション利用上のセキュリティ対策 

  ⇒業務以外での利用禁止、権限のない者による不正な操作防止、出力 

情報からの情報漏えい防止を徹底 

・物理的なセキュリティ対策 

⇒入退室管理による不正アクセス防止、空調設備の確保や災害対策など 

による重要機器の物理的保護を実施 

・システム管理に関するセキュリティ対策 

⇒磁気ディスクやドキュメント（書類）の適切な管理、ログや操作履歴 

の徹底管理 

・委託業者の管理 

  契約書による委託業者の秘密保持義務の明確化、委託業務の管理・監視 

資料３－２ 



住民基本台帳ネットワークシステム 

平成31年度以降の監査の実施について 

 

１ 基本的な考え方 

 ○自己点検は、新規事務利用機関を含め全機関で実施する。 

○全ての事務利用機関を対象に、３年間で内部監査又は外部監査のいずれかを実施する。 

○新規事務利用機関については、原則利用開始年度に内部監査を実施する。 

○外部監査については、本庁及び現地機関において各１箇所実施する。 

 

２ 年度別計画 

  上記の考え方を踏まえ、セキュリティ責任者及びネットワーク管理者は、平成 29 年度から

31年度までの年度別計画を見直す。 

  【年度別計画(案)】 

年 度 
監査対象機関 

内部監査 外部監査 

平成29年度 

こども・家庭課、地域福祉課、保健・疾

病対策課、障がい者支援課、建築住宅課、

高校教育課、諏訪地域振興局、木曽地域

振興局 

職員課、南信州地域振興局 

平成30年度 

地域振興課、山岳高原観光課、国際観光

推進室、公営住宅室、特別支援教育課、

国際課、上田地域振興局、長野地域振興

局 

税務課、上伊那地域振興局 

平成31年度 

消防課、私学振興課、農業政策課、交通

指導課、監査委員事務局、佐久地域振興

局、松本地域振興局、北アルプス地域振

興局 

ものづくり振興課、北信地域振興局 

   ※下線は、新規事務利用機関 

 

３ 監査人 

 (1) 内部監査 セキュリティ責任者、ネットワーク管理者又はこれらの指定する者 

 (2) 外部監査 別に定める一定の資格・能力を有する外部の監査人 

資料３－３ 


